
 

 

１ 

 

令和５年（措）第１号 

排 除 措 置 命 令 書 

 

大分市西大道二丁目３番８号 

株式会社アステム  

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

 

福岡市博多区山王二丁目３番５号 

株式会社翔薬 

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

 

福岡市東区箱崎ふ頭三丁目４番４６号 

九州東邦株式会社 

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

 

熊本市中央区九品寺六丁目２番３５号 

富田薬品株式会社 

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

 

東京都千代田区内神田一丁目１２番１号 

アルフレッサ株式会社 

同代表者 代表取締役 《 氏 名 》 

 

公正取引委員会は、上記の者らに対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（以下「独占禁止法」という。）第７条第２項の規定に基づき、次のとお

り命令する。 

 

主    文 

１ 株式会社アステム、株式会社翔薬、九州東邦株式会社、富田

薬品株式会社及びアルフレッサ株式会社の５社（以下「名宛人

５社」という。）は、それぞれ、次の事項を、取締役会におい

て決議しなければならない。 



 

 

２ 

 

⑴ 別紙記載の医薬品（以下「特定医薬品」という。）につい

て、名宛人５社及び株式会社アトル（以下「６社」という。）

が、遅くとも平成２８年６月２４日以降共同して行っていた、

受注すべき者（以下「受注予定者」という。）を決定し、受

注予定者以外の者は、受注予定者が受注できるようにする行

為を取りやめていることを確認すること。 

⑵ 今後、相互の間において、又は他の事業者と共同して、独

立行政法人国立病院機構（以下「ＮＨＯ」という。）が一般

競争入札の方法により発注する医薬品について、受注予定者

を決定せず、自主的に受注活動を行うこと。 

２ 名宛人５社は、それぞれ、前項に基づいて採った措置を、自

社を除く４社、ＮＨＯ並びに別表記載の福岡県、佐賀県、長崎

県、熊本県、大分県、宮崎県及び鹿児島県（以下「九州エリア」

という。）に所在するＮＨＯ又は独立行政法人労働者健康安全

機構（以下「ＪＯＨＡＳ」という。）が運営する３１病院（以

下「３１病院」という。）に通知し、かつ、自社の従業員に周

知徹底しなければならない。これらの通知及び周知徹底の方法

については、あらかじめ、公正取引委員会の承認を受けなけれ

ばならない。 

３ 名宛人５社は、今後、それぞれ、相互の間において、又は他

の事業者と共同して、ＮＨＯが一般競争入札の方法により発注

する医薬品について、受注予定者を決定してはならない。 

４ 名宛人５社のうち富田薬品株式会社は、次の⑴及び⑵の事項

を行うために必要な措置を講じなければならない。この措置の

内容については、前項で命じた措置が遵守されるために十分な

ものでなければならず、かつ、あらかじめ、公正取引委員会の

承認を受けなければならない。 

⑴ ＮＨＯが一般競争入札の方法により発注する医薬品の受注

に関する独占禁止法の遵守についての法務担当者による定期

的な監査 

⑵ 独占禁止法違反行為に係る調査への協力を行った者に対す

る適切な取扱いを定める規程の作成 



 

 

３ 

 

５ 富田薬品株式会社は、第１項、第２項及び前項に基づいて採

った措置を、株式会社アステム、株式会社翔薬、九州東邦株式

会社及びアルフレッサ株式会社は、第１項及び第２項に基づい

て採った措置を、それぞれ、速やかに公正取引委員会に報告し

なければならない。 

 

理    由 

第１ 事実 

１ 関連事実 

⑴ 名宛人等の概要 

ア 名宛人５社は、それぞれ、肩書地に本店を置き、医薬品、医療機器等の

品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５

号。以下「薬機法」という。）の規定に基づき都道府県知事の許可を受け、

九州エリアにおいて医薬品等の卸売業を営む者である。 

イ 名宛人以外の株式会社アトルは、福岡市東区香椎浜ふ頭二丁目５番１号

に本店を置き、薬機法の規定に基づき都道府県知事の許可を受け、九州エ

リアにおいて医薬品等の卸売業を営む者である。 

⑵ 発注方法等 

ア ＮＨＯは、独立行政法人国立病院機構法（平成１４年法律第１９１号）

の規定に基づき、平成１６年４月１日に設立された組織であり、東京都目

黒区に主たる事務所を置き、全国の１４０病院等を運営していた。 

イ ＪＯＨＡＳは、独立行政法人労働者健康安全機構法（平成１４年法律第

１７１号）の規定に基づき、平成２８年４月１日に設立された組織であり、

川崎市中原区に主たる事務所を置き、全国の３４病院等を運営し、平成２

８年度以降、医薬品の入札に関すること等をＮＨＯに委任していた。 

ウ ＮＨＯは、３１病院が調達する医薬品であって、平成２８年５月２０日

から令和元年６月３日までの間の入札公告及び当該入札公告に基づく入

札説明書により指定された医薬品（以下「本件医薬品」という。）を年度

ごとに一般競争入札の方法により発注していた。 

エ 前記ウに係る入札には、株式会社アトル、株式会社アステム、株式会社

翔薬、富田薬品株式会社及び九州東邦株式会社の５社（以下「入札参加５

社」という。）等が参加していた。 



 

 

４ 

 

オ アルフレッサ株式会社は、３１病院に本件医薬品を納品するため、富田

薬品株式会社と提携し、前記ウに係る入札について、同社に委任していた。 

カ ＮＨＯは、本件医薬品を医薬品の製造販売業者等で区分した医薬品群に

ついて、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者を

当該医薬品群の落札者とし、当該落札者との価格交渉により、本件医薬品

の単価契約の相手方及び契約価格を決定していた。 

また、ＮＨＯは、予定価格の制限の範囲内の価格での入札がない当該医

薬品群については、最低の入札価格を提示した者等と交渉を行った上で、

本件医薬品の単価契約の相手方及び契約価格を決定していた。 

キ ３１病院は、本件医薬品について、前記カに基づいて決定された単価契

約の相手方と単価契約を締結し、本件医薬品を調達していた。 

２ 合意及び実施方法 

６社は、かねてから、ＮＨＯが発注する、九州エリア等に所在するＮＨＯが

運営する病院が調達する医薬品の受注に関する調整を行ってきたところ、６社

は、遅くとも平成２８年６月２４日以降、特定医薬品について、自社の利益を

確保するため 

⑴ ア 特定医薬品を医薬品の製造販売業者等で区分した医薬品群（以下「特定

医薬品群」という。）ごとに、受注予定者を決定する 

 イ 受注予定者以外の者は、受注予定者が受注できるように協力する 

旨の合意の下に 

⑵ 会合を開催するなどして 

ア 入札参加５社それぞれの各年度の受注予定比率を設定し、同比率に合う

よう特定医薬品群ごとに受注予定者を決定する 

イ 受注予定者が提示する入札価格は、受注予定者が定め、受注予定者以外

の者は、受注予定者がその定めた価格で受注できるよう、受注予定者が連

絡した価格を上回る入札価格を提示するなどして協力する 

ことにより、受注予定者を決定し、受注予定者が受注できるようにしていた。 

３ 実施状況 

入札参加５社は、前記２により、特定医薬品のほとんど全てを受注し、本件

医薬品の大部分を受注していた。 

４ 前記２の行為の取りやめ 

令和元年１１月２７日、独立行政法人地域医療機能推進機構が発注する医薬



 

 

５ 

 

品の入札に係る独占禁止法違反の疑いにより、アルフレッサ株式会社等が、公

正取引委員会により、独占禁止法第１０２条第１項の規定に基づく臨検及び捜

索を受けたことを契機として、同日以降、前記２の合意に基づき受注予定者を

決定し、受注予定者が受注できるようにする行為は取りやめられている。 

 

第２ 法令の適用 

前記事実によれば、６社は、共同して、特定医薬品について、特定医薬品群

ごとに受注予定者を決定し、受注予定者以外の者は、受注予定者が受注できる

ようにすることにより、公共の利益に反して、本件医薬品の取引分野における

競争を実質的に制限していたものであって、この行為は、独占禁止法第２条第

６項に規定する不当な取引制限に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反する

ものである。 

また、前記の違反行為は既になくなっているが、名宛人５社は、いずれも、

独占禁止法第７条第２項第１号に該当する者であり、違反行為が自主的に取り

やめられたものでないこと等の諸事情を総合的に勘案すれば、特に排除措置を

命ずる必要があると認められる。 

よって、名宛人５社に対し、独占禁止法第７条第２項の規定に基づき、主文

のとおり命令する。 

令和５年３月２４日 

 

公 正 取 引 委 員 会 

 

委員長 古  谷  一  之 

 

委 員 山  本  和  史 

 

委 員  三  村  晶  子 

 

委 員 青  木  玲  子 

 

委 員 𠮷  田  安  志 

 



 

 

 

 

注釈 《 》部分は、公正取引委員会事務総局において原文に匿名化等の処理をし

たものである。 

  

  



 

 

 

 

別紙 

 

本件医薬品のうち、沢井製薬株式会社、東和薬品株式会社及び小林化工株式会社

が供給する医薬品を対象とした医薬品群の医薬品並びに医薬品群の供給元にこれら

の３社等が含まれる一部の医薬品群等の医薬品を除く医薬品 



 

 

 

 

別表 

 

番号 病院名 

１ 独立行政法人国立病院機構小倉医療センター 

２ 独立行政法人国立病院機構九州がんセンター 

３ 独立行政法人国立病院機構九州医療センター 

４ 独立行政法人国立病院機構福岡病院 

５ 独立行政法人国立病院機構大牟田病院 

６ 独立行政法人国立病院機構福岡東医療センター 

７ 独立行政法人国立病院機構佐賀病院 

８ 独立行政法人国立病院機構肥前精神医療センター 

９ 独立行政法人国立病院機構東佐賀病院 

１０ 独立行政法人国立病院機構嬉野医療センター 

１１ 独立行政法人国立病院機構長崎病院 

１２ 独立行政法人国立病院機構長崎医療センター 

１３ 独立行政法人国立病院機構長崎川棚医療センター 

１４ 独立行政法人国立病院機構熊本医療センター 

１５ 独立行政法人国立病院機構熊本南病院 

１６ 独立行政法人国立病院機構菊池病院 

１７ 独立行政法人国立病院機構熊本再春医療センター 

（平成３１年４月１日に「独立行政法人国立病院機構熊本再春荘病院」か

ら名称変更。） 

１８ 独立行政法人国立病院機構大分医療センター 

１９ 独立行政法人国立病院機構別府医療センター 

２０ 独立行政法人国立病院機構西別府病院 

２１ 独立行政法人国立病院機構宮崎東病院 

２２ 独立行政法人国立病院機構都城医療センター 

２３ 独立行政法人国立病院機構宮崎病院 

２４ 独立行政法人国立病院機構鹿児島医療センター 

２５ 独立行政法人国立病院機構指宿医療センター 

２６ 独立行政法人国立病院機構南九州病院 



 

 

 

 

番号 病院名 

２７ 独立行政法人労働者健康安全機構九州労災病院 

２８ 独立行政法人労働者健康安全機構九州労災病院門司メディカルセンター 

２９ 独立行政法人労働者健康安全機構総合せき損センター 

３０ 独立行政法人労働者健康安全機構長崎労災病院 

３１ 独立行政法人労働者健康安全機構熊本労災病院 

 

 

 


